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本会合において御議論いただきたい事項（審査項目の位置づけ）

⚫ 各一般送配電事業者から申請のあった内容については、次回以降の専門会合において、
省令や託送料金負担の平準化、受益と負担の公平性の観点等から、翌期調整より
も早く期中調整を行うことの必要性に加え、審査要領及び実績等を踏まえた申請額
の妥当性について、中立的・客観的かつ専門的な観点から検証を進めていくこととしたい。

⚫ 本日の会合では、審査を進めるに当たっての審査項目（案）について御意見をいただ
きたい。



【参考】収入の見通しの事後調整について

⚫ また、レベニューキャップ制度では、期初において各社の事業計画を基に設定した｢収入
の見通し｣と規制期間における費用実績との乖離額について、エネルギー政策の変更
や、一般送配電事業者の裁量によらない外生的な費用の変動を要因とする場合、省
令上、事後調整（規制期間中における収入の見通しの調整（期中調整）、翌規制
期間における収入の見通しの調整（翌期調整））の仕組みが設けられているが、事
後調整にあたっては、実施の必要性及び調整の範囲等の妥当性も含め、厳格な検証
を行う必要がある。

⚫ このため、本日の専門会合では、発電側課金に加え、第１規制期間における収入の
見通しの調整及び託送料金の変更に関連する可能性のある事象の一部を提示した
上で、今後の調整方針などについて御意見をいただきたい。
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⚫ 発電側課金の導入以外についても、既に資源エネルギー庁の審議会において、レベ
ニューキャップ制度における事後調整に関連しうる制度（費用負担のあり方含む）につ
いて議論がなされているところ。

⚫ 具体的には、第62回電力・ガス基本政策小委員会（本年５月30日開催）において
議論された予備電源確保費用（大規模災害等の事象への備え、必要供給力と容量
市場調達量の差分に対する保険的位置づけ）及び容量拠出金の負担見直しに係る
託送負担のあり方などが挙げられる。

⚫ また、第１規制期間における収入の見通しの検証時点では、事象が発生していなかっ
た、又は実績が確定していなかった等の理由により、収入の見通しに織り込むことができ
なかった費用等があり、こうした費用等については、事後調整の対象となり得るのではな
いか。

⚫ 加えて、「エネルギー政策の変更及びエネルギー情勢の著しい変化」等に起因して収
入の見通しに乖離が発生する場合や「一般送配電事業等を能率的かつ適正に運営す
るため特に必要があると認められる」場合には、期中調整が認められている。

⚫ 今後、一般送配電事業者から期中調整に関する申請があった場合には、託送料金
負担の平準化や受益と負担の公平性の観点等を踏まえ、翌期調整よりも早く期中調
整を行うことの妥当性について検証する必要があるのではないか。

【参考】料金改定及び事後調整に係る事象 （２）その他の託送料金関連費用
第46回 料金制度専門会合 資料4（2023年7月18日）



各社の期中調整の申請額（変更額のみ）内訳

単位：億円
査定
区分

北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計

追加kW・kWh公募費用

制御不能
費用

29 129 462 156 34 169 71 32 100 - 1,183

インバランス収支過不足
(追加kW・kWh公募を除く)

99 ▲9 ▲148 3 9 131 ▲20 ▲9 80 9 144

最終保障供給対応 ▲26 ▲32 ▲404 ▲109 ▲8 13 ▲73 ▲1 ▲13 ‐ ▲654

容量拠出金
（稀頻度リスク相当 2025～27年度）

12 25 100 46 10 51 19 9 37 - 308

容量拠出金
（オークション結果反映）

▲2 ▲34 ▲134 ▲61 ▲13 ▲68 ▲26 ▲12 ▲7 - ▲356

ブラックスタート公募費用
（オークション結果反映）

0 0 22 9 0 47 14 18 ▲5 - 106

電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用
（公募結果反映）

事後検証
費用

10 ▲29 ▲31 ▲32 12 15 8 3 17 1 ▲25

申請額合計 122 50 ▲133 13 44 358 ▲7 40 209 10 707

（出典）各社申請様式より事務局作成、億円未満を四捨五入

⚫ 各一般送配電事業者の収入の見通しの期中調整に係る申請額（前回承認額との差額のみ）
の内訳は以下のとおり。

※代行回収費用等の発電側課金の導入に伴って発生する費用や予備電源確保費用については、今回の申請時点においては見積りが
困難として、各一般送配電事業者の今回の期中調整の申請に含まれていない。今後の事後調整において申請がされた場合には、当
該費用について別途検証を行うこととする。

本専門会合 資料３ 再掲
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期中調整の各項目の概要説明

項目 概要
各一般送配電事業者からの
申請理由に関する説明

追加kW・kWh公募費用
2022年度における夏季・冬季の追加供給力の
確保に係る費用 資源エネルギー庁の審議会における

議論により、レベニューキャップ制度
開始前の費用の算入が認められてい
るが、前回承認時は見積困難として
反映していなかった。今回、2022年
度の実績が確定した。

インバランス収支過不足
(追加kW・kWh公募を除く)

2022年度におけるインバランス収支額（追加
kW・kWh公募費用を除く）

最終保障供給対応
2022年度における最終保障供給契約を締結し
ている需要家への電力供給に関する収支額（前
回承認時に算入済のものを除く）

容量拠出金
（稀頻度リスク相当 2025～27年度）

容量拠出金の負担見直し内容の反映

資源エネルギー庁の審議会における
議論の結果、前回承認時の想定値
との乖離が生じている。

容量拠出金
（オークション結果反映）

・2026年度向け容量市場メインオークション約定
結果の反映

オークションや公募の結果が公表さ
れたことにより、前回承認時の想定値
との乖離が生じている。

ブラックスタート公募費用
（オークション結果反映）

・2023年度及び2026年度向けブラックスタート機
能公募の結果の反映

電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用
（公募結果反映）

・2023年度向け電源Ⅰ・Ⅰ´公募の結果の反映

⚫ 各一般送配電事業者は、下記の項目について、①省令により事後調整の対象の費用
であると規定されていること、②前回承認時からの状況変化による実績の確定等によ
り見積の差異が生じていること等として、託送料金の平準化や受益と負担の公平性の
観点から、期中調整の申請を行ったと説明している。
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【参考】kW公募・kWh公募に係る議論（資源エネルギー庁）
第54回 電力・ガス基本政策小委員会

資料３（2022年10月17日）
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【参考】インバランス収支に係る議論（資源エネルギー庁）
第43回 電力・ガス基本政策小委員会
資料３－４（2021年12月27日）
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【参考】最終保障供給に係る議論（資源エネルギー庁）
第51回 電力・ガス基本政策小委員会
資料３－１（2022年6月30日）
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【参考】容量拠出金の負担見直しに係る議論（資源エネルギー庁）
第83回 制度検討作業部会
資料4（2023年7月31日）



審査項目（案）

11

※あくまで現時点にて考えられる審査項目を事務局にてとりまとめたものであり、追加的に検証
する項目もありえる。
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審査項目（案） ①各費用項目共通の審査事項

⚫ 審査要領に基づき、今回申請のあった費用項目について、以下の事項を審査することとしてはどう
か。

⚫ 省令に照らして、翌期調整ではなく期中調整を実施する必要性について検証を行う。具体的には、前回の検証時点では実績が確
定していなかった場合、又は前回の検証以降にエネルギー政策の変更やエネルギー情勢の著しい変化等の状況の変化が生じた場
合等の事情が客観的に妥当と認められるものかどうかについて検証を行う。

期中調整の必要性について

⚫ （金額が確定した過去実績分の申請）申請額について、各社の公表済の託送収支計算書と整合していることを確認する。
⚫ （将来発生することが見込まれる費用の申請）申請額について、入札結果等に基づき、当初見積もった費用からの変化額を合理

的に見積もっていることを確認する。

申請額の妥当性について

一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しに係る審査要領（抜粋）

第３章 事後調整
算定省令第十二条から第十八条までに定める収入の見通しの事後調整については、その適合要件や乖離値
の妥当性について、査定を行うこととする。



⚫ 今回申請額は、2022年度の調達額（還元額控除後）について各社で合意した按分比率に基づき適切に計算されていることにつ
いて検証を行う。
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審査項目（案） ②各費用項目個別の審査事項 １/２

⚫ 共通の審査事項に加えて、各費用項目の性質に応じて、以下の事項について審査することとして
はどうか。

⚫ 今回申請額は、2022年度に発生したインバランス収支とその調整額（他の調整項目であるkW公募・kWh公募費用や貸倒損
等）に基づき適切に計算されていることについて検証を行う。

⚫ 10社横比較を実施し、多額の赤字が発生している場合には、その発生原因について説明を求め検証を行う。

⚫ 2022年6月30日の電力・ガス基本政策小委員会の整理を受け、2022年3月から2023年3月に発生した最終保障供給の取引
損益の実績値から直近承認の収入の見通しに織り込み済の金額を差し引いた値に基づき、見積もられていることについて検証を行
う。

最終保障供給対応（2022年10月～2023年3月）（制御不能費用）

インバランス収支過不足（2022年度分）（制御不能費用）

kW公募、kWh公募費用（2022年度分）（制御不能費用）



⚫ 今回申請額は、2022年度に実施された容量市場メインオークション（対象年度：2026年度）の約定結果に基づき、見積もら
れていることについて検証を行う。
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審査項目（案） ②各費用項目個別の審査事項 ２/２

⚫ 共通の審査事項に加えて、各費用項目の性質に応じて、以下の事項について審査することとして
はどうか。

⚫ 今回申請額は、2022年度に実施されたBS機能公募（対象年度：2023年度及び2026年度）の約定結果に基づき、見積も
られれていることについて検証を行う。

⚫ また2026年度分については、上記に加えて、容量拠出金の約定結果を差し引いた値及び最低保証額に基づき、見積もられてい
ることについて検証を行う。

⚫ 今回申請額は、2022年度に実施された電源Ⅰ・Ⅰ´公募（対象年度：2023年度）の約定結果に基づき、見積もられているこ
とについて検証を行う。

⚫ 事後検証費用であることから、コスト低減へ向けた効率化の取組がされていることについて検証を行う（制度設計専門会合での確
認結果等を参照）。

電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用（2023年度公募結果反映）（事後検証費用）

ブラックスタート公募費用（2023年度、2026年度オークション結果反映）（制御不能費用）

容量拠出金（2026年度オークション結果反映）（制御不能費用）

⚫ 2023年5月30日の電力・ガス基本政策小委員会の整理により、2025～2027年度の容量拠出金の稀頻度リスク相当（H3需
要の1%）を託送料金の負担とすることとなったことを受け、今回申請額は、直近承認時の収入の見通しへの織り込み額（H3需
要の7%）をもとに見積もられていることについて検証を行う。

⚫ なお2026年度の容量拠出金については、上記の「容量拠出金（2026年度オークション結果反映）」を考慮した数値をもとに見
積もられていることについて検証を行う。

容量拠出金（稀頻度リスク相当 2025～27年度）（制御不能費用）
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【参考】審査要領（今回の審査項目に関連する箇所のみ抜粋）

５．制御不能費用の審査
算定省令第六条第三項の規定により算定されているか否かにつき審査するものとする。
(中略)
(１０) インバランス収支過不足額については、規制期間における収入の見通しには算入せず、当該期間におけ

る実績値を踏まえた事後調整を行うこととする。
(中略)
(１８) 調整力の確保に要する費用のうち、法第二十八条の四十第一項第五号に規定する推進機関の業務

に応じて供給能力を確保するために要する費用については、規制期間に係る約定価格又は指標の価
格に、推進機関が決定した必要量を乗じた金額を基本として、妥当な金額となっていることを審査する。

(１９) 調整力の確保に要する費用のうち、その発電設備以外の発電設備の発電に係る電気を受電することな
く発電することができる発電設備等の調達に係る費用については、参照期間における実績額、規制期
間に係る約定価格及び容量拠出金の見積り費用をもとに算定した金額を基本として、妥当な金額と
なっていることを審査する。
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前回検証時の指摘事項等への対応

⚫ 第30回料金制度専門会合（2022年12月26日開催）にて、前回の収入の見通し
に係る検証作業における委員・オブザーバーからの指摘事項について御確認いただいた。

⚫ これらの指摘事項等は、基本的には各一般送配電事業者におけるデータの採録・蓄積
が必要となるため、今後、実績値等が明らかになり次第、議論を行っていくこととしては
どうか。

⚫ なお、指摘事項等の中には、料金制度専門会合において今後実施していく予定である
各社事業計画の毎年度の評価を通して対応することが適切な項目や、送配電効率
化・計画進捗確認WGにおける検証を通して対応することが適切な項目も含まれている
ことから、項目ごとに適切な会議体において議論を進めていくこととしたい。

前回検証時における委員・オブザーバーからの主な指摘事項（第30回料金制度専門会合）

✓ 統計査定に活用するデータの採録について、データの共通化・標準化を進めていくべき。
✓ 統計査定方法について、第１規制期間の見積り値と実績値の乖離要因を分析し、第２規制期間に向けて改善していくべき。
✓ 物価上昇等のエスカレーション費用の算入について、第１規制期間の状況も踏まえて、その設定の在り方を検討すべき。
✓ 目標計画における取組内容、コスト、効果については、事後的に達成状況を検証するにあたって具体的に示すべき。
✓ 統計査定におけるグルーピングについて、グルーピングの採用の結果、不合理なコスト増を認めることがないよう注意すべき。
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